
第18期 定時株主総会

招集ご通知
平成27年４月１日から平成28年３月31日まで

株主総会参考書類
招集ご通知添付書類

●事業報告
●計算書類
●監査報告書

開催情報

日時： 平成28年６月22日（水曜日）
午前 ９ 時 受付開始
午前10時 開会

場所： 東京都港区港南二丁目16番１号
品川イーストワンタワー 21階 中会議室

ハウスコム株式会社
証券コード：3275
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証券コード 3275
平成28年６月７日

株 主 各 位
東京都港区港南二丁目16番１号
ハ ウ ス コ ム 株 式 会 社
代表取締役社長 田 村 穂

　
第18期 定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第18期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、平成28年６月21日（火曜日）午後６時10分までに到着するようご返送くだ
さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 平成28年６月22日（水曜日） 午前10時
２. 場 所 東京都港区港南二丁目16番１号

品川イーストワンタワー 21階 中会議室
３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第18期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告及び

計算書類の内容報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役５名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。また、議事資料として、本冊子をご持参くださいますようお願い申し
上げます。

◎代理人によるご出席の場合は、委任状を議決権行使書用紙とともに会場受付にご提出くださ
い。

　なお、代理人の資格は、当社の議決権を有する他の株主様１名に限らせていただきます。
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト（アドレスhttp://www.housecom.co.jp/）に掲載させていただきます。
◎当日は、節電への協力のため、会場内の空調設定温度を高めに設定させていただきます。
　株主の皆様におかれましては、軽装にてご出席くださいますようお願い申し上げます。
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
　
第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、企業価値を継続的に拡大し、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつ
として認識しております。配当政策につきましては、株主の皆様への利益還元と内部留保充実
のバランスを総合的に判断し、業績と市場動向の状況に応じて、継続的かつ安定的に利益配分
する方針であり、具体的には、各期の経営成績の状況等を勘案し、配当性向30％を基本方針
に、株主の皆様への利益還元を行って参ります。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以
下のとおり１株につき27円とさせていただきたいと存じます。
　これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金22円を含め、１株につき
49円となります。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類

金銭
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金27円 総額104,594,112円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月23日
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第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

（１）今後の事業領域の拡大及び多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきま
して、事業目的を追加するものであります。

（２）第２条第15号の変更は、上記追加に伴い、号数の変更を行うものであります。
２．変更の内容

変更内容は、次のとおりであります。
　

　（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条 （条文省略）

（目的）
第２条 （現行どおり）

　 １．～14．（条文省略） １．～14．（現行どおり）
　 （新 設） 15．旅館その他宿泊施設の経営、管理及び

仲介並びにこれらのコンサルティング
　 （新 設） 16．各種システム、ソフトウェア及びイン

ターネットホームページの企画、開発、
設計、製造、販売、使用許諾、保守、
管理、輸出入及びこれらの仲介業

　 （新 設） 17．キャラクター商品の企画、開発及び著
作権、著作隣接権、意匠権、商標権、
工業所有権の取得、管理、使用許諾、
譲渡並びにこれらの仲介、代理業

15.前各号に附帯する一切の業務 18．前各号に附帯する一切の業務
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第３号議案 取締役５名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役田村穂氏、取締役安達昌功氏、取締役丸川真一
氏、取締役石本哲敏氏及び取締役大里堅氏は任期満了となります。つきましては、取締役５名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

１ 田　村
た むら

　 穂
けい

（昭和40年７月29日生）

平成 ６ 年11月 ハウスコム株式会社入社
（現 株式会社ジューシィ情報センター）

平成15年12月 当社へ転籍
平成17年 ４ 月 取締役西日本営業部長
平成22年 ４ 月 常務取締役東日本営業部長
平成24年 ４ 月 常務取締役営業本部長
平成26年 ３ 月 代表取締役社長（現任）

20,000株

２ 安　達　昌　功
あ だち まさ のり

（昭和46年７月23日生）

平成 ６ 年 ８ 月 ハウスコム株式会社入社
（現 株式会社ジューシィ情報センター）

平成15年12月 当社へ転籍
平成22年 ４ 月 中日本営業部長
平成24年 ４ 月 東日本営業部長
平成26年 ４ 月 事業推進部長
平成26年 ６ 月 当社取締役事業推進部長（現任）

12,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

３ 丸　川　真　一
まる かわ しん いち

（昭和31年12月６日生）

平成 ４ 年 ７ 月 大東建託株式会社入社
平成13年 ４ 月 関西ハウスコム株式会社（現 ハウスコ

ム株式会社）代表取締役社長
平成26年 ４ 月 大東建託株式会社執行役員テナント営業

企画管理部長
平成26年 ６ 月 当社取締役（現任）
平成27年 ４ 月 大東建託株式会社執行役員テナント営業

統括部長
平成27年 ６ 月 大東建託株式会社取締役テナント営業統

括部長（現 取締役賃貸営業統括部長）
（現任）

（重要な兼職の状況）
大東建託株式会社 取締役
少額短期保険ハウスガード株式会社 取締役
ハウスペイメント株式会社 取締役

―

４ 石　本　哲　敏
いし もと あき とし

（昭和37年６月１日生）

平成 ２ 年 ４ 月 東京弁護士会登録
平成12年 ４ 月 石本哲敏法律事務所開所

同所代表弁護士（現任）
平成19年 ９ 月 当社取締役（現任）

―

５ 大　里
おお さと

　 堅
けん

（昭和14年１月８日生）

昭和37年 ９ 月 株式会社大塚商会入社
昭和48年 ２ 月 同社取締役
昭和62年 ４ 月 同社常務取締役
平成 ７ 年 ４ 月 同社専務取締役
平成10年 ４ 月 同社監査役
平成11年 ８ 月 ＧＦコンサルタント大里 代表（現任）
平成25年 ６ 月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ＯＴソリューションズ 取締役

―
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（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者丸川真一氏は、現在親会社である大東建託株式会社の業務を執行しております。な

お、大東建託株式会社における地位及び担当につきましては、「略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）」に記載のとおりであります。

３．取締役候補者石本哲敏、大里堅の各氏は、社外取締役候補者であります。
なお、当社は石本哲敏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

４．社外取締役候補者に関する特記事項は、下記のとおりであります。
① 石本哲敏氏につきましては、取締役会の監視機能強化のため、また、ＣＳ（顧客満足）向上に関

する同氏の弁護士としての専門知識と経験等を、当社の経営に活かしていただけると考えたた
め、社外取締役として選任をお願いするものであります。
同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本定時株主総
会終結の時をもって８年９ヶ月となります。

② 大里堅氏につきましては、取締役会の監視機能強化のため、また、東京証券取引所第一部上場企
業において役員であった知識と経験の見地から経営や企業統治に関する意見をいただき、重要事
項の決定と業務執行の監督機能の強化を図るため、社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。
同氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本定時株主総
会終結の時をもって３年となります。

③ 当社は、現在、石本哲敏氏及び大里堅氏との間で、当社定款第27条の規定に基づき、会社法第
423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に定める額を限度とする責任限定契約を締
結しており、本議案が原案どおり承認可決された場合、当契約を継続する予定です。
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第４号議案 監査役１名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、監査役蜂谷英夫氏が辞任により退任いたしますので、監

査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案の提出につきましては、監査役
会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。
　

氏 名
（生年月日）

略歴及び当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

鶴　田　信　一　郎
つる た しん いち ろう

（昭和32年12月９日生）

平成 ７ 年 ４ 月 第二東京弁護士会登録
平成 ７ 年 ４ 月 蜂谷法律事務所 入所
平成16年 ４ 月 独立開業（現任）

―

　
　

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者鶴田信一郎氏は、社外監査役候補者であります。同氏につきましては、弁護士として

の専門知識と経験等により、業務執行の経営判断の妥当性について、法的立場から意見・支援を受
けることで、当社の監査体制の強化に活かしていただけると考えたため、社外監査役として選任を
お願いするものであります。

　 当社は、鶴田信一郎氏が選任された場合、当社定款第35条の規定に基づき、同氏との間で会社法第
423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に定める額を限度とする責任限定契約を締結
する予定です。
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第５号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数が欠けた場合においても監査業務の継続性を維持するため、補欠

の社外監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
候補者の補欠の社外監査役としての選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、

取締役会の決議により、これを取り消すことができるものといたします。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴及び当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

奥　野　剛　史
おく の たか し

（昭和53年３月26日生）

平成21年 ９ 月 第一東京弁護士会登録
平成24年 １ 月 FoxMandal & Associates 外国法顧問
平成27年 ８ 月 弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 入所

（現任）

―

　

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．補欠監査役候補者奥野剛史氏は、補欠の社外監査役候補者であります。同氏につきましては、弁護

士としての専門知識と経験等により、業務執行の経営判断の妥当性について、法的立場から意見・
支援を受けることで、当社の監査体制の強化に活かしていただけると考えたため、補欠の社外監査
役として選任をお願いするものであります。

　 当社は、奥野剛史氏が選任され、監査役に就任した場合、当社定款第35条の規定に基づき、同氏と
の間で会社法第423条第１項の責任について、会社法第425条第１項に定める額を限度とする責任
限定契約を締結する予定です。

　以 上
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添付書類
事 業 報 告

　

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
　
１．株式会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、弱さもみられる時期があったものの、雇用・所得環境
の改善が続く中で、政府や日銀の各種政策の効果もあり、景気は全体としては緩やかな回復
基調が続いております。また、世界経済においては、主要国の金融政策、新興国や資源国等
の景気動向、地政学的リスク等、わが国経済に影響を与え得る不確実性が依然として存在し
ております。
　当業界におきましては、居住用賃貸物件の成約状況は全体としてはほぼ従来の水準を維持
した動きとなっておりますが、地域によるバラつきもあり、出店戦略の巧拙や個々の店舗の
競争力が業績を左右し得る事業環境となっております。
　このような環境下で競争に打ち勝つためには、様々なお客様の嗜好に対応できる豊富な物
件の品揃え（商品力）や集客の中心となるインターネットの効率的な活用（集客力）、そし
て最終的に店舗での接客によりお客様満足度の向上に繋げること（営業力）など、賃貸仲介
事業者としての総合力がより重要となってきております。そして、これらの総合力を備える
とともに、スケールメリットを享受するための事業規模の確保や成長が見込める分野に集中
的に経営資源をつぎ込む市場の選択が、会社の成長力と収益力の拡大に大きな影響を与える
状況となっております。
　このような市場環境に対する認識から、当社が平成27年４月に発表した中期経営計画

（平成28年３月期から平成30年３月期までの３か年計画）においては、今後の成長が見込め
るエリアでの市場の取り込みを重視した「新規出店による規模の拡大」を事業戦略の一つと
して掲げ、３年で28店舗の新規出店を計画するなど、一層の事業規模の拡大を目指してお
ります。その初年度となる当事業年度では、期初計画どおり10店舗を出店し、期末店舗数
は152店舗となりました。
　足元の業績は、前事業年度までに新規出店した店舗が着実に成長したこと等により仲介件
数が伸びたこと等が寄与し、仲介手数料収入や周辺商品の取次料収入などが増加いたしまし
た。また、５月から一部の原状回復工事・リフォーム工事を内製化したことも営業収益の増
加に寄与いたしました。一方、費用面では、店舗数の増加に伴う人件費総額の上昇や工事の
内製化に伴う費用計上などが増加要因となり、営業費用が増加いたしました。
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　これらの結果、当事業年度における業績は、営業収益93億６百万円（前期比7.4％増）と
なり、営業利益８億８百万円（前期比49.8％増）、経常利益10億78百万円（前期比19.7％
増）、当期純利益６億30百万円（前期比32.3％増）となりました。

　なお、当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事 業 部 門 営業収益（千円） 比 率（％） 前 期 比（％）
不 動 産 賃 貸 仲 介 事 業 4,720,747 50.7 103.9
仲介関連サービス事業 3,072,151 33.0 112.8
そ の 他 の 事 業 1,513,296 16.3 108.3
　 合 計 9,306,195 100.0 107.4

　

　また、当社は不動産仲介事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略
しております。
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（2）資金調達等についての状況（重要なものに限る。）
① 資金調達

　該当事項はありません。
　

② 設備投資
　当事業年度において実施いたしました、主な設備投資は次のとおりであります。

　

事業所名 地 区
業種の種類別
セグメントの
名 称

設備の内容
取 得 価 額（千円）

建物附属
設 備 構築物 工具、器具

及び備品 合 計

小 山 店 栃木地区１ヶ所
（新店）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 2,675 － 414 3,089

東 川 口 店 埼玉地区１ヶ所
（新店）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 3,952 － 430 4,382

瑞 江 店 ほか東京地区１ヶ所
（移転合計２ヵ所）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 3,225 － 774 3,999

祖師ヶ谷大蔵店 ほか東京地区１ヶ所
（新店合計２ヵ所）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 9,375 － 728 10,103

上 板 橋 店 東京地区１ヶ所
（新店予定）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 4,589 － 363 4,953

秦 野 店 ほか神奈川地区１ヶ所
（新店合計２ヵ所）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 7,865 － 772 8,637

海 老 名 店 神奈川地区１ヶ所
（新店予定）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 4,074 － 364 4,438

静 岡 店 静岡地区１ヶ所
（移転）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 4,054 － 364 4,418

藤 が 丘 店 ほか愛知地区２ヵ所
（移転合計３ヵ所）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 10,215 － 810 11,025

塩 釜 口 店 ほか愛知地区３ヵ所
（新店合計４ヵ所）

仲介及び
関連事業

営業店舗
（賃 借） 4,295 962 － 5,257

合 計 54,323 962 5,019 60,305
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　 リース契約による主な賃貸設備は、次のとおりであります。
　

名 称 数 量 リース期間 年間リース料 リース契約残高
（オペレーティングリース）

車 両 運 搬 具 449 ５年 105,603千円 286,528千円
工 具、 器 具 及 び 備 品 49 １年・４年 3,076千円 4,733千円

　

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　
（3）直前三事業年度の財産及び損益の状況

　

区 分 第15期
平成25年３月期

第16期
平成26年３月期

第17期
平成27年３月期

第18期（当期）
平成28年３月期

営 業 収 益 （千円） 7,815,453 8,244,764 8,663,274 9,306,195
経 常 利 益 （千円） 504,000 736,299 901,103 1,078,273
当 期 純 利 益 （千円） 255,155 402,436 476,833 630,722
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 65円51銭 103円32銭 122円61銭 162円73銭
総 資 産 額 （千円） 5,591,790 6,093,508 6,800,889 7,159,079
純 資 産 額 （千円） 3,181,228 3,497,974 3,821,550 4,282,856
１ 株 当 た り 純 資 産 額 816円75銭 898円07銭 982円93銭 1,101円52銭

　
（4）対処すべき課題

　当社は、首都圏を中心として中部圏・関西圏の三大都市圏を主たる営業エリアに、直営店
舗を152店（平成28年３月末日現在）展開し、不動産賃貸仲介を専業として営業活動をし
ております。創業以来、お客様第一主義を経営基本方針として取り組んでおりますが、お客
様満足の観点から見直せば、更なるお客様サービス向上策が肝要であると認識しておりま
す。
　今後、業界での競争力を強化し、お客様満足度を向上させるとともに、株主をはじめとす
る全ての利害関係者に対して企業価値を高めるために取り組まなければならない項目は次の
とおりです。
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① コンプライアンスの徹底
　当社は、宅地建物取引業法に基づき、国土交通大臣免許（免許証番号：国土交通大臣

（4）第6094号）を取得しており、当社が属する不動産賃貸仲介業界は、当該法規制等の
下に事業展開しております。法令遵守は企業存続の基本であり、前提であることから、宅
地建物取引業法のみならず、関係諸法令を遵守することは当然のことであるとの認識で事
業活動しております。これは将来においても変わることのない方針であるため、全社的に
更なる徹底が必要であると考えており、全従業員を対象としたＥラーニングシステムを活
用し、コンプライアンス意識の更なる醸成を進めて参ります。

　
② お客様満足度の向上

　家主様・入居者様の多様化するニーズに応えるため、サービスの内容を常に見直し、よ
り質の高いサービスを提供できるようサービスの向上に努めます。そのベースとなるもの
は、仲介斡旋可能な良質な賃貸建物を手持ち在庫として多数確保することであると認識し
ております。このため、新築物件や魅力ある入居条件で仲介斡旋可能な賃貸建物を多く確
保するために、基本業務である家主様訪問を毎日の日常業務として継続実践いたします。
　また、賃貸仲介業は、「住まい」という生活の基礎を提供する重要な側面からその賃貸
住宅の決定要素には賃貸住宅自体の商品力にプラスしてお客様に質の高い好感のある接
客、提案力により満足感を高める接客スタッフの「人間力」が重要です。その接客品質が
他社に対する差異化要因となるため、その維持向上を図る目的から、お客様アンケートに
よる顧客満足度調査やマナーレベル向上を企図した各種研修を実施し、お客様の満足度向
上を図っております。

　
③ 人材育成の強化

　優秀な人材の確保が前提にならなければ、事業活動として遂行は困難であり、お客様に
対する満足度向上も、株主に対する企業価値向上も、いずれも実現は困難であります。そ
のために事業活動の要となる人材の確保・育成強化に努めます。具体的には、店舗展開す
る際の核となる店長候補の人材を養成する観点からの社員教育をはじめとして、各職種・
各階層別に策定された各種研修プログラムに基づき、計画的に研修を実施し、知識の向上
ではＥラーニングシステムを活用し人材育成を強化しております。
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④ 積極的な店舗展開
　首都圏及び中部圏に積極的に店舗展開し、集客基盤と賃貸建物の確保を行います。さら
に地方都市においても、不動産賃貸市場として成長が期待できる地域に対しては積極的に
店舗展開し、全国展開の布石としたく考えております。また、新規店舗の出店策と併行し
て、既存店舗の立地環境の変化を捉え、移転及び統廃合も考慮して、より効率の良い店舗
政策を実施して参ります。

　
⑤ 豊富で良質な商品バリエーション

　仲介専門会社の強みを生かし、自社物件（注１）、他社物件（注２）にとらわれず、地
域に密着し新築物件や魅力ある入居条件で仲介斡旋可能な賃貸建物を多く確保するため
に、基本業務である家主様訪問の継続実践による自社物件の確保とあわせ、他社との連携
を強化し、豊富で良質な商品情報の確保と提供をいたします。

（注）１．自社物件：当社と賃貸物件の家主様との間で媒介契約を締結し、仲介斡旋する物件をいいま
す。

２．他社物件：他社と賃貸物件の家主様との間で媒介契約を締結し、当社は他社を通じて仲介斡旋
する物件をいいます。

　
⑥ 集客力の強化とブランディングの徹底

　豊富で良質な物件をより多くの部屋探しをされるお客様へ露出し集客力の強化を図りま
す。具体的には、自社媒体を含む各種インターネット媒体への積極的な情報公開を行い、
自社媒体においては特に自社ＷＥＢサイトのユーザービリティーの向上とコンテンツの充
実に注力し、各種インターネット媒体から自社ＷＥＢサイトへの誘導の強化を行い、効率
的な集客を行っております。さらに、スマートフォン用のＷＥＢサイトの強化を進めて、
ハウスコムブランドの確立・定着に注力いたします。

　
⑦ 店舗ファサードの好感度アップ

　従来の「不動産屋」と言えば、古くて暗い店舗が多く若年層が入りづらいイメージがあ
りましたが、こうした古くて暗いイメージを払拭するため、賃貸需要者層である若年層が
好感の持てる、明るくて新鮮な店舗ファサード（注）を中心とした店舗イメージの好感度
を向上させて参ります。

（注）ファサード：道路側から見たときの建築物の正面の外観のことをいう住宅用語です。
　

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご指導を賜りますよう、よろしく
お願い申し上げます。
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（5）主要な事業内容
① 入居者斡旋等の不動産仲介業務
② 損害保険、並びに広告掲載の代理店業務
③ 不動産仲介斡旋に関連して発生する鍵交換やブロードバンドの取次など代理店業務

　
（6）主要な営業所（店舗）並びに使用人の状況

① 主要な営業所（店舗）
　

都道府県 店 舗 名 都道府県 店 舗 名
栃 木 県 宇都宮店・小山店

神奈川県

溝の口店・鷺沼店・青葉台店
武蔵小杉店・元住吉店・日吉店
綱島店・菊名店・向ヶ丘遊園店
相模大野店・中央林間店・大和店
湘南台店・二俣川店・本厚木店
秦野店・橋本店・相模原店・上大岡店
金沢文庫店・横須賀中央店
川崎駅前店・鶴見店・横浜店・藤沢店
茅ヶ崎店・平塚店・小田原店

群 馬 県 前橋店・高崎店

埼 玉 県

熊谷店・上尾店・久喜店・大宮店
北浦和店・浦和店・武蔵浦和店
東川口店・南浦和店・蕨店・川口店
川越店・志木店・和光店・春日部店
越谷店・草加店・所沢店・所沢駅前店

千 葉 県

千葉店・千葉中央店・稲毛店
津田沼店・勝田台店・八千代台店
北習志野店・船橋店・西船橋店
本八幡店・市川店・行徳店・浦安店
柏店・松戸店

静 岡 県

浜松店・浜松駅前店・浜松東店
浜松西店・浜松高台店・掛川店
藤枝店・静岡北店・静岡店
静岡草薙店・沼津店

東 京 都

成増店・小岩店・新小岩店・押上店
西葛西店・瑞江店・竹ノ塚店
北千住店・綾瀬店・亀有店・青砥店
日暮里店・王子店・赤羽店・駒込店
池袋西口店・五反田店・蒲田店
三軒茶屋店・桜新町店・学芸大学店
自由が丘店・大岡山店・中野店
荻窪店・明大前店・千歳烏山店
調布店・聖蹟桜ヶ丘店・吉祥寺店
三鷹店・武蔵小金井店・国分寺店
国立店・立川店・立川南口店
八王子駅前店・八王子店・練馬店
祖師ヶ谷大蔵店・町田店・町田駅前店

愛 知 県

豊田店・三河豊田店・知立店
新安城店・刈谷店・岡崎店・豊橋店
池下店・星ヶ丘店・藤が丘店
高畑店・中村公園店・東海通店
熱田店・新瑞橋店・野並店・赤池店
塩釜口店・大曽根店・小幡店
浄心店・上小田井店・勝川店
春日井店・小牧店・一宮駅前店

岐 阜 県 岐阜店
三 重 県 四日市店
京 都 府 太秦天神川店・桂店
大 阪 府 和泉府中店
福 岡 県 吉塚店
沖 縄 県 那覇店

　

　（注）決算期後における店舗の開店は、１店舗（上板橋店：４月16日）であります。
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② 使用人の状況
　

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
918 名 30 名増 35.1 歳 5.5 年

　

（注）使用人数は就業人員数であります。
　

（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

　

会 社 名 資 本 金
（千円）

親会社の議決権比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

大東建託株式会社 29,060,991 51.6 建物賃貸事業の企画・建築及び不動産仲介斡旋
　

当社は、親会社が建設した賃貸建物に対し、一般賃貸建物と同様に当社の本業の一部と
して入居者の仲介斡旋を行っております。
　

② 子会社の状況
　当社は、子会社はありません。

　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　当社は、特定完全子会社はありません。
　
（8）主要な借入先及び借入額

　該当事項はありません。
　
（9）その他株式会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式に関する事項
（1）株式の状況

① 発行可能株式総数 10,000,000株
② 発行済株式の総数 3,873,856株 （自己株式21,144株を除く）
③ 当事業年度末の株主数 899名
④ 大株主の状況

　

株 主 名 持 株 数（株） 持 株 比 率（％）
大 東 建 託 株 式 会 社 2,000,000 51.63
ハ ウ ス コ ム 従 業 員 持 株 会 421,500 10.88
多 田 勝 美 155,000 4.00
多 田 春 彦 100,000 2.58
竹 内 理 人 90,500 2.34
ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 60,800 1.57

田 浦 光 敏 33,000 0.85
熊 切 直 美 30,000 0.77
稲 田 昭 夫 30,000 0.77
門 内 仁 志 20,000 0.52
浅 野 秀 樹 20,000 0.52
茶 谷 剛 20,000 0.52
藤 吉 政 己 20,000 0.52
田 村 穂 20,000 0.52
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社

（常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 20,000 0.52

ジャパンベストレスキューシステム株式会社 20,000 0.52
　

　（注）持株比率は、自己株式（21,144株）を控除して算出しています。
　

（2）その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
（1）平成26年５月15日開催の取締役会決議による新株予約権

① 新株予約権の払込金額 １株当たり539.9731円
② 新株予約権の行使価額 １株当たり１円
③ 新株予約権の行使条件 １．新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」

という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日
から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使するこ
とができるものとする。

２．新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承
継することができる。

３．上記１、２に関わらず、新株予約権者及び相続人は、以
下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分

割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画承認
の議案、または、当社が完全子会社となる株式交換契
約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主
総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合
は、取締役会決議がなされた場合）、当該承認または
決定がなされた日の翌日から15日間

４．１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとす
る。

④ 新株予約権の行使期間 平成26年５月31日から平成56年５月30日まで
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役 155個 普通株式15,500株 １人
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（2）平成27年５月21日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 １株当たり1,311.02円
② 新株予約権の行使価額 １株当たり１円
③ 新株予約権の行使条件 １．新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」

という。）は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日
から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）
を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使するこ
とができるものとする。

２．新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承
継することができる。

３．上記１、２に関わらず、新株予約権者及び相続人は、以
下に定める場合には、定められた期間内に限り新株予約
権を行使することができるものとする。
・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分

割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割計画承認
の議案、または、当社が完全子会社となる株式交換契
約もしくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主
総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合
は、取締役会決議がなされた場合）、当該承認または
決定がなされた日の翌日から15日間

４．１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとす
る。

④ 新株予約権の行使期間 平成27年６月６日から平成57年６月５日まで
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数
取締役 56個 普通株式5,600株 ２人
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

　

氏 名 地 位 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

田 村 穂 代 表 取 締 役 社 長 －

安 達 昌 功 取 締 役 事業推進部長 －

丸 川 真 一 取 締 役 －
大東建託株式会社 取締役 執行役員賃貸営業統括部
長兼賃貸営業管理部長
少額短期保険ハウスガード株式会社 取締役
ハウスペイメント株式会社 取締役

川 原 栄 司 取 締 役 大東建託株式会社 賃貸営業推進部長

石 本 哲 敏 取 締 役 － 弁護士
石本哲敏法律事務所 代表弁護士

大 里 堅 取 締 役 － ＧＦコンサルタント大里 代表
株式会社ＯＴソリューションズ 取締役

村 岡 彰 常 勤 監 査 役 － －

岡 本 司 監 査 役 －

公認会計士
大東建託株式会社 経理部長
大東建物管理株式会社 業務部部長
DAITO ASIA DEVELOPMENT PTE.LTD 代表取締役社長
DAITO ASIA INVESTMENT PTE.LTD 代表取締役社長
大東エナジー株式会社 監査役
ハウスペイメント株式会社 監査役

蜂 谷 英 夫 監 査 役 －
弁護士
蜂谷法律事務所 代表弁護士
大東建託株式会社 監査役

今 井 良 明 監 査 役 －
公認会計士・税理士
グランツ税理士法人 代表社員
グランツ・コンサルティング株式会社 代表取締役

　

（注）１．取締役石本哲敏氏及び大里堅氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役蜂谷英夫氏及び今井良明氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．監査役岡本司氏及び今井良明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有する者であります。
４．当社は、取締役石本哲敏氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届

け出ております。
５．当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

① 平成27年６月23日開催の第17期定時株主総会終結の時をもって、取締役竹内啓氏は辞任によ
り退任いたしました。

② 平成27年６月23日開催の第17期定時株主総会において、新たに川原栄司氏は取締役に選任さ
れ就任いたしました。
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（2）取締役及び監査役の報酬等の総額
　当事業年度に係る報酬等の総額

　

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額
取 締 役 4名 44,378千円
監 査 役 3名 20,748千円

計
（う ち 社 外 役 員）

7名
（4名）

65,126千円
（9,300千円）

　

（注）１．当事業年度末での取締役の人数は６名、監査役の人数は４名であります。上記の支給人数には、無
報酬の取締役２名、無報酬の監査役１名をそれぞれ除いております。

２．取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第９期定時株主総会において年額150,000千円

以内（ただし、使用人兼務役員の使用人分給与は含まない）と決議をいただいております。
また別枠で、平成25年６月24日開催の第15期定時株主総会において株式報酬型ストック・オプシ
ョン報酬額として年額30,000千円以内と決議をいただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成20年６月27日開催の第10期定時株主総会において年額25,000千円
以内と決議をいただいております。

　
（3）社外役員に関する事項

　

区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

社 外 取 締 役
石 本 哲 敏 石 本 哲 敏 法 律 事 務 所 弁 護 士 －

大 里 堅 Ｇ Ｆ コ ン サ ル タ ン ト 大 里
株式会社ＯＴソリューションズ

代 表
取 締 役 －

社 外 監 査 役
蜂 谷 英 夫 蜂 谷 法 律 事 務 所

大 東 建 託 株 式 会 社
弁 護 士
社 外 監 査 役 －

今 井 良 明 グ ラ ン ツ 税 理 士 法 人
グランツ・コンサルティング株式会社

公認会計士・税理士
代 表 取 締 役 －

　

　（注）社外監査役蜂谷英夫氏の兼職先である大東建託株式会社は、当社の親会社であります。
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（4）社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 石 本 哲 敏
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、必要に応じ、
主に弁護士としての専門的知識・経験等を当社の経営強化のため、発
言を行っております。

取 締 役 大 里 堅
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に出席し、必要に応じ、
上場企業における役員であった知識と経験の見地から経営や企業統治
に関する監督機能強化のため、発言を行っております。

監 査 役 蜂 谷 英 夫
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に、監査役会13回のうち
13回に出席し、法律の専門家としての見地から、業務執行に対する意
見を述べております。

監 査 役 今 井 良 明
当事業年度開催の取締役会12回のうち12回に、監査役会13回のうち
13回に出席し、財務・会計の専門家としての見地から、業務執行に対
する意見を述べております。

　

　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、取
締役会決議があったものとみなす書面決議が２回ありました。
　
（5）社外役員の責任限定契約に関する事項

　当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間において、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、会社法第425
条第1項に定める額を責任の限度としております。

　
（6）社外役員の報酬等の総額

　

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額 親会社等又は当該親会社等の
子会社等からの役員報酬等

社外取締役の報酬等の総額等 2名 4,700千円 －千円
社外監査役の報酬等の総額等 2名 4,600千円 5,001千円
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ
　
（2）報酬等の額

　

報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,300千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25,720千円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積もりの算出根拠
などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行って
おります。

　
（3）非監査業務の内容

　当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、人事制度
再構築に関する助言、指導に対する報酬であります。

　
（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を
解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　
（5）責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンス監視委員会は、業務遂行に関する法令遵守の状況を継続チェックす
る。

② 内部監査室が全拠点を対象に業務監査を実施し、社内基準に基づいた業務遂行が行われ
ているかをモニタリングする。

③ 監査役は、必要に応じて内部監査室等と連携して、取締役の職務の執行の状況並びに取
締役会の決議事項の実施状況を監視する。

④ 公益通報制度の窓口（内部通報窓口）を設置して、業務実施レベルでの法令遵守の確
保、不正行為等の未然防止と早期発見に努める。

⑤ 社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは、取引関係を含め一切関係を
持たない。不当な要求に対しては、対応マニュアルに基づき、弁護士や警察等の外部専
門機関とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応する。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る情報を電磁的記録を含む文書（以

下「文書等」とする。）により保存する。
② 文書等の保存期間は文書管理規程等の会社規程による。
③ 当該情報については、文書管理規程・個人情報保護規程を始めとする情報セキュリティ

に関する社内規程に基づき適正に管理する。
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① コンプライアンス監視委員会は、各部門と連携して、リスク発生の未然防止並びにリス
ク管理に取り組む。

② コンプライアンス監視委員会は、内部監査室と連携し、経営活動における法令遵守に関
するリスク管理を行う。

③ 業務の有効性及び財務報告の信頼性を確保するため、内部統制推進室と各部門が連携
し、内部統制の運用体制を強化する。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 経営上の意思決定を迅速に行うため、取締役の人数を少人数におさえ、取締役会を少人

数で構成している。取締役会は、毎月１回開催し、法令及び定款に記載された事項並び
に事業運営に関わる重要な事項を決定する。

② 取締役、事業推進部長、営業部門の部長、並びに営業部の推進管理職等が参加する営業
部会議を定期的に開催し、個別具体的な業務上の課題・問題の対策協議を行う。当該会
議は、現場の具体的な課題・問題を経営層が迅速に把握し、対処できる仕組みとする。
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③ 取締役会で決定された経営上の基本方針に基づき、具体的な業務計画を策定し、当該計
画に係る業務を執行するための手続き等を諸規程に定め、適正で効率的な業務執行が可
能となる体制とする。

（5）当社及び親会社、子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、企業の独立性を保持しつつも、親会社の企業集団に属する立場から、法令等の遵
守に関する当社の規程だけではなく、親会社の規程にも沿った内部統制システムを構築し、
業務を執行する。
　なお、当社に子会社は存在しない。

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項

　監査役が当該使用人を置くことを求めた場合は、適切な人物を専属の使用人として選任
し、その補助業務を行わせる。

（7）監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役から必要な指示を受けた使用人は、その指示に関して取締役の指示は受けないもの
とする。当該使用人の人事考課は監査役が行い、当該使用人の選任・解任については、監査
役の同意を得るものとする。

（8）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
① 取締役及び使用人は、監査役に対して法定の事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす

事項、内部監査の実施状況を速やかに報告する。報告の方法については取締役会と監査
役会の協議により決定する。また、使用人の監査役への情報提供を理由とした不利な処
遇は、一切行わない。

② 監査役は、取締役会に出席し、適宜意見を述べる。また、全社的に重要な会議及び全社
的な委員会等へ必要に応じて出席し、取締役及び使用人に説明を求めることができる。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、必要に応じて取締役及び会計監査人と意見交換する。
② 監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して、ヒアリングを実施する。
③ 監査役が必要と認めるときは、監査役の監査を支える弁護士、公認会計士、コンサルタ

ントその他の外部アドバイザーを任用するなど必要な監査費用を認める。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度におきましては、前記「業務の適正を確保するための体制等の整備についての

決議の内容の概要」に則った運用を実施しており、その主な取組みは以下のとおりです。
（1）コンプライアンス体制について

① コンプライアンス規程に基づき、社長、常勤監査役及び部長職で構成されるコンプライ
アンス監視委員会を毎月１回開催し、法令及び社内規程の遵守状況などの重点確認事項
に関し担当部署から報告を受けるとともに、問題発生時に備えた対応及び防止策につい
て検討いたしました。

② 内部通報規程に基づき、問題の未然防止と早期発見を図るため、内部通報窓口を設置
し、調査及び適切な措置の実行に備えました。

(2) リスク管理体制について
① 経営における重大な損失、不利益等を最小限にするためリスク管理規程を制定してリス

クの把握・評価・対応策等によるリスク管理を継続的に行っております。
② 内部監査室は、内部監査規程に基づき、組織横断的なリスクの状況把握、監視を行い、

定期的に取締役に対してリスク管理に関する事項を報告しております。
(3) 取締役の職務執行について

　当社は、取締役会規程に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令又は定款に定めら
れた事項及び経営上重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監督機能を強化
しております。なお、当事業年度につきましては、取締役会を12回開催しております。

(4) 監査役の職務執行について
　監査役会は、社外監査役２名を含む監査役４名で構成されております。当事業年度におい
ては、13回開催しており、常勤監査役からの会社の状況に関する報告及び監査役相互によ
る意見交換等が行われております。また、監査役は、取締役会を含む重要な会議への出席や
代表取締役、会計監査人及び内部監査室と定期的な情報交換を行い、取締役の職務の執行に
ついて監視をしております。

(5) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　常勤監査役は、取締役会に加えて経営会議等の重要な会議に出席しております。また、業
務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めておりま
す。定例の監査役会を開催しているほか、会計監査人及び内部監査室との情報交換や、代表
取締役と定期的な面談を行っております。

（備考）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切捨てて表示してお
ります。
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貸 借 対 照 表
　

（平成28年３月31日）
（単位：千円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,268,928 流 動 負 債
営 業 未 払 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
従 業 員 預 り 金
賞 与 引 当 金

固 定 負 債
長 期 預 り 保 証 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金

2,300,591
117,873

9,075
165,253
369,482
391,572
120,841

4,492
472,119
102,169
547,710
575,631
25,164
5,868

544,599

現 金 及 び 預 金 4,549,542
営 業 未 収 入 金 298,546
有 価 証 券 40,042
貯 蔵 品 19,765
前 払 費 用 109,338
繰 延 税 金 資 産 207,194
そ の 他 44,499

固 定 資 産 1,890,150
有 形 固 定 資 産 321,868

建 物 附 属 設 備 670,747
減 価 償 却 累 計 額 △418,739
構 築 物 29,248
減 価 償 却 累 計 額 △19,870
工 具、 器 具 及 び 備 品 168,530
減 価 償 却 累 計 額 △132,992 負 債 合 計 2,876,222
リ ー ス 資 産 61,710 純 資 産 の 部
減 価 償 却 累 計 額 △36,765 株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金
自 己 株 式

新 株 予 約 権

4,267,145
424,630
324,630
324,630

3,544,500
220

3,544,280
3,544,280
△26,615

15,711

無 形 固 定 資 産 79,822
商 標 権 964
ソ フ ト ウ エ ア 74,732
電 話 加 入 権 4,125

投 資 そ の 他 の 資 産 1,488,459
投 資 有 価 証 券 90,211
営 業 保 証 金 660,000
差 入 保 証 金 501,714
長 期 前 払 費 用 24,995
繰 延 税 金 資 産 211,538 純 資 産 合 計 4,282,856

資 産 合 計 7,159,079 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,159,079
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損 益 計 算 書
　

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：千円）

　

科 目 金 額
営 業 収 益 9,306,195

仲 介 手 数 料 収 入 4,720,747
仲 介 業 務 関 連 収 入 3,072,151
そ の 他 の 収 入 1,513,296

営 業 費 用 8,498,119
営 業 利 益 808,076
営 業 外 収 益 272,199

受 取 利 息 2,871
受 取 配 当 金 267,075
雑 収 入 2,252

営 業 外 費 用 2,002
支 払 利 息 361
和 解 金 847
雑 損 失 794

経 常 利 益 1,078,273
特 別 損 失 55,231

固 定 資 産 売 却 損 3,075
固 定 資 産 除 却 損 33,177
減 損 損 失 18,978

税 引 前 当 期 純 利 益 1,023,041
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 377,423
法 人 税 等 調 整 額 14,895
当 期 純 利 益 630,722
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株主資本等変動計算書
　

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 424,630 324,630 220 3,080,250 3,080,470 △16,549 3,813,181
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △166,691 △166,691 △166,691
当 期 純 利 益 630,722 630,722 630,722
自己株式の取得 △10,066 △10,066
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － 464,030 464,030 △10,066 453,964
当 期 末 残 高 424,630 324,630 220 3,544,280 3,544,500 △26,615 4,267,145

　

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 8,369 3,821,550
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △166,691
当 期 純 利 益 630,722
自己株式の取得 △10,066
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 7,341 7,341

当 期 変 動 額 合 計 7,341 461,305
当 期 末 残 高 15,711 4,282,856
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
ア．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
イ．そ の 他 有 価 証 券 時価のないもの

移動平均法による原価法
　 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品 最終仕入原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法を採用しております。
主な耐用年数は次のとおりであります。

建物附属設備 ２～20年
構築物 ９～20年
工具、器具及び備品 ２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づいております。

③ リ ー ス 資 産 所有権移転ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を
採用しております。
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

④ 長 期 前 払 費 用 均等償却によっております。
（3）引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

　

宝印刷株式会社 2016年05月24日 10時32分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 32 ―

③ 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準
によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処
理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
費用処理しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への
　 換算基準

外貨建金銭債権は、期末日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。

② 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。

③ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
（5）未適用の会計基準等

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
１. 概要
　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能
性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金
資産の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われてお
ります。

①（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
②（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件
③（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い
④（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に
　 関する取扱い
⑤（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

２. 適用予定日
　平成29年３月期の期首より適用予定であります。
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３. 当該会計基準等の適用による影響
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の改正により計算書類に与える影響額は、当事業年度
の作成時において評価中であります。

２．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供されている資産

　宅地建物取引業法に基づく営業保証金として、法務局に供託しているものは次のとおりであります。
有 価 証 券 40,042千円
投 資 有 価 証 券 90,098千円
営 業 保 証 金 660,000千円

計 790,140千円
　

（2）有形固定資産の減損損失累計額
　貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。

営 業 未 収 入 金 467千円
前 払 費 用 4,138千円
その他流動資産 7千円
未 払 金 2,596千円

（4）当座貸越契約
　当社におきましては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しておりま
す。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越限度額の総額 300,000千円
借 入 実 行 残 高 －千円

差 引 額 300,000千円
　
３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
① 営業取引による取引高

営 業 収 益 33,630千円
営 業 費 用 55,392千円

② 営業取引以外の取引による取引高 97千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式及び自己株式に関する事項

　

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
発行済株式

普通株式（株） 3,895,000 － － 3,895,000
自己株式

普通株式（株） 15,616 5,528 － 21,144
（注）普通株式の自己株式の増加数は、自己株式買付による増加5,500株及び単元未満株式の買取りによる
　 増加28株であります。

（2）新株予約権に関する事項
　

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業年度末
残高（千円）当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

平成26年ストック・
オプションとしての
新株予約権

普通株式 15,500 － － 15,500 8,369

平成27年ストック・
オプションとしての
新株予約権

普通株式 － 5,600 － 5,600 7,341

合計 15,500 5,600 － 21,100 15,711
　

（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

　

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月23日
定時株主総会 普通株式 81,467 利益剰余金 21.00 平成27年３月31日 平成27年６月24日

平成27年10月29日
取締役会 普通株式 85,224 利益剰余金 22.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日

　

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　

（決議予定） 株式の種類 配当金の総額
（千円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月22日
定時株主総会 普通株式 104,594 利益剰余金 27.00 平成28年３月31日 平成28年６月23日
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５．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
一 括 償 却 資 産 3,389千円
未 払 事 業 税 27,787千円
賞 与 引 当 金 169,023千円
未 払 事 業 所 税 1,402千円
そ の 他 5,590千円

合 計 207,194千円
　
　 繰延税金資産（固定）

退 職 給 付 引 当 金 166,756千円
一 括 償 却 資 産 1,589千円
減 損 損 失 43,192千円
資 産 除 去 債 務 20,697千円

小 計 232,235千円
評 価 性 引 当 金 △20,697千円

合 計 211,538千円
繰延税金資産の合計 418,732千円

　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主な項目別の内訳

法定実効税率 33.06％
（調整）

交際費等損金不算入額 0.70％
住 民 税 均 等 割 額 2.01％
評 価 性 引 当 金 0.17％
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 3.08％
そ の 他 △0.68％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.35％
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　(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」が平成28年３月29
日に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消
されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.34％から、回収が見込まれる期間が平成
28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.86％、平成30年４月１日以降のものについては
30.62％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産の金額が21,720千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が21,720
千円増加しております。

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具、器具及び備品・ソフトウエアの一部については、所有権移転
外ファイナンス・リース契約により使用しております。
　

７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入れによる方
針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である「営業未収入金」は、取引先の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
担当部署が取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っています。また、債権の回収期日が到来してもなお
未回収である場合には、現況を調査し関係部門と連絡を密にして回収確保の処理を図っております。
 「有価証券」及び「投資有価証券」である国債は、宅地建物取引業法の規定による供託預け金として取得
したものであり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、国債であるため変動リスクは僅少でありま
す。
 「投資有価証券」である株式は、兄弟会社に対する外貨建てによる投資有価証券であります。為替の変動
リスクに晒されていますが、計上金額が僅少であるためリスクは軽微であります。
「営業保証金」は、宅地建物取引業法の規定による供託預け金を、現金にて国へ預け入れているもので

あり、リスクは軽微であります。
 「差入保証金」は、店舗・駐車場・社宅の借入れの際に生じる敷金のうち返還される部分の金額を計上し
たものであり、信用リスクに晒されていますが、取引開始時に信用判定を行うとともに契約更新時その他
適宜契約先の信用状況の把握に努めております。なお、店舗の借入れに伴う出店は、当社の出退店規程に
基づき、現地調査の結果をもとに経営会議にて決定しております。また、駐車場・社宅の借入れは社内申
請を基に決定しております。
　営業債務である「営業未払金」は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　「未払金」は、営業取引以外の取引により生じた債務であります。
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　「預り金」は、お客様からお預りした預り金であり、「従業員預り金」は、従業員から預った預り金であ
ります。
　なお、営業債務や営業以外の取引により生じた債務は、資金調達に係る流動性リスクに晒されています
が、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しています。

　
　（2）金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する
ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（単位：千円）
　

貸借対照表計上額（＊） 時 価（＊） 差 額

① 現 金 及 び 預 金 4,549,542 4,549,542 －
② 営 業 未 収 入 金 298,546 298,546 －
③ 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 130,140 134,455 4,314
④ 営 業 保 証 金 660,000 642,818 △17,181
⑤ 差 入 保 証 金 501,714 488,654 △13,060
⑥ 営 業 未 払 金 （117,873） （117,873） －
⑦ 未 払 金 （165,253） （165,253） －
⑧ 未 払 費 用 （369,482） （369,482） －
⑨ 未 払 法 人 税 等 （391,572） （391,572） －
⑩ 未 払 消 費 税 等 （120,841） （120,841） －
⑪ 預 り 金 （472,119） （472,119） －
⑫ 従 業 員 預 り 金 （102,169） （102,169） －

　

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 営業未収入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。
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③ 有価証券及び投資有価証券
　これらの時価については、国債は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってい
ます。
　満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおり
です。

　

種 類 貸借対照表計上額
（千円） 時 価（千円） 差 額（千円）

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えるもの

（1）国債・地方債等 130,140 134,455 4,314
（2）社 債 － － －
（3）そ の 他 － － －

小 計 130,140 134,455 4,314

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

（1）国債・地方債等 － － －
（2）社 債 － － －
（3）そ の 他 － － －

小 計 － － －
合 計 130,140 134,455 4,314

　

④ 営業保証金
　時価は、帳簿価額に現価係数を乗じた価額を記載しています。

⑤ 差入保証金
　時価は、帳簿価額に現価係数を乗じた価額を記載しています。

⑥ 営業未払金、⑦ 未払金、⑧ 未払費用、⑨ 未払法人税等、⑩ 未払消費税等、⑪ 預り金、
並びに⑫ 従業員預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

　

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 112

　

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 有
価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

　

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 4,549,542 － － －
営業未収入金 298,546 － － －
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 40,000 90,000 － －
　

差入保証金については、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりません。
　

８．関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引

　同一の親会社をもつ会社等
　

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名 所 在 地

資 本 金
又 は
出 資 金
（千円）

事業の内
容 又 は
職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合（％）

関連当事
者 と の
関 係

取 引 の 内 容 取引金額
（千円） 科 目 期末残高

（千円）

同一の
親会社
を持つ
会 社

ジューシィ
出版株式会社

東 京 都
港 区 45,000

不動産
情報誌
出版業

－
広 告
代理店
業 務

広 告 取 次 の
代理店手数料

1,230,854 営 業
未収入金 166,413

広告掲載に使用
する物件データ
の 作 成 料

（注２①）

1,497,031 預 り 金 298,707

D.T.C.
REINSURANCE
LIMITED

英 領
バミューダ
諸 島

千米ドル
3,001

再保険
事 業 － 再保険

再保険引受収益
に対する配当金

（注２②）
267,075 － －

　

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお
ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針
① 広告取次の代理店手数料及び広告掲載に使用する物件データの作成料に関する取引については、

市場価格を勘案して取引条件を決定しております。
② 再保険引受収益に対する配当金については、D.T.C.REINSURANCE LIMITEDと定めた条件によ

り決定しております。
　
９．１株当たり情報に関する注記
（1）１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,101円52銭
（2）１株当たり当期純利益 162円73銭

　
10．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成28年５月11日

ハウスコム株式会社
　取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 隆 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 美久羅 和 美 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ハウスコム株式会社の平成２７年４月１
日から平成２８年３月３１日までの第１８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月18日
ハ ウ ス コ ム 株 式 会 社 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 村 岡 彰 ㊞
監 査 役 岡 本 司 ㊞
社 外 監 査 役 蜂 谷 英 夫 ㊞
社 外 監 査 役 今 井 良 明 ㊞

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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２階エントランス

入口 入口

２階エレベーターホール

20階～24階用
エレベーター

○エレベーター乗り場のご案内
　２階エレベーターホール奥にある
　20階～24階用エレベーターを
　ご利用ください。

会場　品川イーストワンタワー
21階　中会議室

株主総会 会場ご案内図
会 場 東京都港区港南二丁目16番１号

品川イーストワンタワー 21階 中会議室
最 寄 駅 JR品川駅港南口から徒歩３分

京浜急行品川駅から徒歩４分
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